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１．はじめに  

 現行の港湾技術基準 1)では，係留施設は設計地震動に対して全ての部材が損傷しないことが前提となってお

り，耐震性の向上には多大な費用が必要である。特に，民間係留施設においては，老朽化が進展する一方で更

新に対する余力が低下しており，比較的安価な工法が必要とされている 2)。そこで，本研究では，桟橋式係留

施設の耐震性向上を容易に実施できる耐震補強・復旧工法の開発を目的として，制振部材を追設する工法の有

効性について検討を行った。制振部材には，地震時の損傷を許容することで構造全体の変形を低減するととも

に，損傷後の交換による復旧や防食対策などのメンテナンス性を考慮して，座屈拘束ブレースに着目した。 

２．解析条件 

検討対象とする桟橋構造は，国土技術政策総合研究所資料 No.1001 における桟橋式係留施設の照査用震度算

出方法の設定に用いた断面を参考に，図-1 に示す水深－13.0m の直杭式桟橋とした。この断面の耐震性能は，

耐震強化岸壁（標準）を満足していないことを二次元非線形動的有限要素解析プログラム（FLIP）3)で確認し

ている。本研究における座屈拘束ブレースを用いた工法の効果は，FLIP を用いて，座屈拘束ブレースの配置

（海側２列のみ, 全４列の杭間）と降伏軸力についてパラメトリックに解析することで効果的な取付け方法と

メカニズムの検討を行っている。なお，座屈拘束ブレースのモデル化にあたっては，その挙動が軸方向の引張・

圧縮について同じ性状の安定した履歴特性を示すように，部材中心に二重接点を持つ２つの剛梁要素を配置し

て，その接点上に塑性域を表現するためのバネ要素と回転・せん断変形を防ぐ剛バネを配置することで表現し

ている。海側２列での取付け場所は部材上端を L.W.L. -2m，角度 45 度としているが，全４列の取付けでは捨

石マウンドに干渉するため L.W.L. +2m を部材上端としている。また，耐震補強効果は入力地震動の周波数特

性に影響を受けると考えられる

ため，図-2 に示す３種類の入力

地震動を用いた。図-3 に代表ケ

ースとして，降伏軸力 500kN の

座屈拘束ブレースを全４列の杭

間に追設し, 入力地震動 A にお

ける最大せん断ひずみ分布を解

析メッシュ図と共に示している。  

図-3代表的な FLIP 解析メッシュ図と最大せん断ひずみ分布（全杭間に追設, 降伏軸力 500kN, 入力地震動 A）

 キーワード 直杭式桟橋，座屈拘束ブレース，有限要素解析 
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図-1 対象断面（水深－13m）     図-2 入力地震動 
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３．解析結果 

 座屈拘束ブレースの追設が桟橋構造の耐震性に与

える影響として，降伏軸力 500kN と 2000kN のケー

スを代表に整理する。図-4 に各設置条件における桟

橋上部工の応答として最大加速度と残留変位につい

て示す。残留水平変位は制振部材を追設したいずれ

のケースでも減少し，座屈拘束ブレースの降伏軸力

が 500kN かつ全 4 列の杭間に追設した場合に最大

30％程度の低減効果が確認された。最大加速度につ

いては，入力地震動 A と B において減少しているも

のの，入力地震動 C ではいずれのケースも増加して

いる。これは、制振部材の追設による桟橋の固有振

動数の増加と入力地震動の周波数特性によるものと

考えられる。また，座屈拘束ブレースの損傷度合に

ついて，降伏軸力 500kN のケースでは加振中の軸降

伏がみられたが，2000kN のケースでは軸降伏が発生

していなかったため，軸降伏応力の違いによる差は

降伏時のエネルギー消費と剛性の低下によるものと

考えられる。 

次に，図-5 に示す最大変位発生時の最海側杭，中

央杭，最陸側杭の曲げモーメント分布から検討する。

未改良の桟橋では杭頭と地盤内で最大値を示してい

るが，座屈拘束ブレースの取付けによって荷重が分

担されるため、杭頭で全塑性状態に至る損傷が軽減

されている。また，地中部分における曲げモーメン 

 

 

 

トの最大値は同程度と杭頭部分のような低減効果は

見られないが，最大曲げモーメントの発生位置に若

干の低下がみられる。 

以上より，桟橋構造に座屈拘束ブレースを設置す

る耐震補強・復旧工法の有効性として，主に地表面

以浅の荷重分担を変化させ，軸降伏によるエネルギ

ー消費を行うことにより耐震性を向上させる効果を

確認した。また，地中部における曲げモーメントの

低減効果については，背後地盤の変形が支配的であ

る場合は座屈拘束ブレースの設置による効果を期待

しにくいと考えられるため，これを低減するために

は地盤改良等との組み合わせなど検討する必要性が

示唆された。 
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図-4 桟橋上部工の応答         図-5 桟橋基礎杭の最大変形時の曲げモーメント 

(a)最大加速度, (b)残留水平変位          (a)最海側杭, (b)中央杭, (c)最陸側杭 
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